
 

 

 

（様式５：全対象事業共通） 

 

令和５年度 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 「うみんぴあ大飯」における再生可能エネルギー導入
設備設置事業（繰越）  

補助事業者名 福井県おおい町 

補助事業の概要 「うみんぴあ大飯」からの産業・雇用創出を目的としたチャレン

ジショップにおいて、新規創業者の負担を軽減し、持続的な活動

が行える環境を整備するため、再生可能エネルギー導入設備を設

置する。 

総事業費 96,195,000円 

補助金充当額 96,195,000円 

定量的目標 

うみんぴあ大飯エリア内では、Ｉ・J・Ｕターン者等、町内外から

の起業促進を図るため、新規創業者のためのチャレンジショップ

（期間限定）を整備しているが、太陽光発電設備の導入により年

間電力使用量の２割程度を賄うことを可能と想定しており、施設

の電力使用量を低減することにより、新規創業者の経済的負担

（電気料金）の軽減を図り、起業促進につなげ、卒業生のうみん

ぴあ大飯エリアを含むおおい町内での開業を支援し、定住促進を

図る。 

（成果指標と目標） 

令和８年度起業２３社、令和８年度新規商工会会員数６人 

補助事業の成果及び評価（事

業毎にあらかじめ設定した事

業目標を達成したかなど） 

地域産業の発展及び雇用の拡大に資することを目的として整備

された、チャレンジショップ棟への太陽光発電設備の導入によ

り、新規創業者等の経済的負担（電気料金や共益費）への支

援、新規創業者の育成及び新規事業への展開促進、既入居者の

経済的負担（利用料金等）を軽減するなどの創業者支援を行っ

た。 

太陽光パネルは同エリア内に設置し、令和４年度の実施設計に

基づいて効率的かつ効果的な設備の導入を行った。導入技術の

運用状況はリアルタイムで可視化するなど、エネルギー教育に

資するよう検討し、再生可能エネルギー利用に対する意義や理

解向上および普及促進にも活用している。また、災害時に備え

たＬＥＤ照明や屋内外用コンセントの設置も行った。 

 

 

 

 

 



 

 

【消費電力量実績（設備導入後の月単位）】        (単位：kwh) 

 6月 7月 8月 9月 10月 11月 合計 

R5年度(①） 20,406 25,054 36,539 24,135 13,342 17,589 137,065 

R6年度(②） 13,739 22,788 25,136 20,699 12,291 16,466 111,119 

差引(②-①） -6,667 -2,266 -11,403 -3,436 -1,051 -1,123 -25,946 

削減率 32.67% 9.04% 31.21% 14.24% 7.88% 6.38% 18.93% 

 

【消費電力量・発電量実績（設備導入後の月単位）】  (単位：kwh)           

 6月 7月 8月 9月 10月 11月 合計 

R5年度(①）
(消費電力量） 

20,406 25,054 36,539 24,135 13,342 17,589 137,065 

R6年度(②） 
(発電量） 

6,327 6,333 6,318 5,858 3,689 3,076 31,600 

使用量削減率 
（②/①） 

31.01% 25.28% 17.29% 24.27% 27.65% 17.49% 23.05% 

 

【設備概要】 

 ・太陽電池 出力容量：４０kW 

 ・蓄電池  出力容量：２０kW、定格容量：68,908.8Wh 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

（※技術開発事業のみ：間接補

助を行った場合は、間接補助先

を記載） 

契約（間接補助）の

目的 
再生可能エネルギー導入設備の設置 

契約の方法 指名競争入札 

契約の相手方（間

接補助先） 
株式会社 荒木 

契約金額（間接補

助金額） 
96,195,000円 

来年度以降の事業見通し  

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 定量的成果目標の欄には補助金応募申請書提出時に設定した成果目標をそれぞれ記載すること。 

 ３ 補助事業の成果及び評価の欄には、公募要領８．で記載した内容に対応した、定量的な成果実績と評価を記載する

こと。それ以外にも、定性的な成果実績や、進捗度、利用量並びに効果等といった別の定量的な指標があればできる

限り数値を用いて記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 
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（様式５：全対象事業共通） 

 

令和６年度第１回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 嶺南水素・アンモニアサプライチェーン構築事業 

補助事業者名 おおい町、福井県、（一社）ふくい水素エネルギー協議会 

補助事業の概要 水素・供給実証施設を整備し、水素サプライチェーン運営体制

に関する実証を行う（ｂ）とともに、FC レンタカー・FC バス導

入可能性調査を行い（ａ）、当該設備で製造した水素を活用した

新たな産業の事業化可能性を明らかにする。 

総事業費 455,981,625円 

補助金充当額 455,981,625円 

事業終了時点で達成すべき成

果目標【必須】 

（提案書から転記） 

ａ）FCレンタカー・FCバス導入可能性調査事業（おおい町） 

 両事業について導入可能性調査を実施し、事業に関する需要や

運営コスト、収入を算出し、中長期的な事業継続性の予測を行う

ことで、次年度以降の実証に繋げる。嶺南地域における具体的な

事業化検討を推進し、嶺南地域における水素利活用の増加（需要

の創出）を図っていく。 

 

ｂ）水素製造・供給設備導入事業（ふくい水素エネルギー協議会） 

 本調査においては水素製造・供給設備の導入を行うとともに、

設備を実際に稼働させ運用する中で、具体的用途を想定した供給

シミュレーションを行う。その中で、供給エリアの需要や用途に

応じた運営体制および維持運営費用を算出する。今回の調査結果

をもとに、至近では令和７年に開催される大阪・関西万博へ嶺南

で製造した水素の供給を目指す。 

事業終了時点で達成すべき成

果目標の達成状況【必須】 

ａ）FCレンタカーおよび FCバスの導入可能性調査を行い、事業

に関する需要や運営コスト、収入等を算出し、嶺南地域における

水素利活用の増加（需要の創出）や地域住民の水素エネルギー利

用に対する理解促進、地域振興に繋がる事業案を検討した。 

 

ｂ）水素製造・供給設備の整備について、実際に稼働させ運用す

る中で、具体的用途を想定した供給シミュレーションを行うとと

もに、供給エリアの需要や用途に応じた運営体制および維持運営

費用を算出した。 

事業終了後、将来的に達成す

べき成果目標【任意】 

（提案書から転記） 

水素・アンモニアなどゼロカーボンエネルギーへの転換を推進

するには需給両面からの取組、普及啓発が必要であることから

「令和 5 年度 水素製造・供給設備導入事業」において導き出さ

れた検討結果を踏まえ、令和 7年までに製造能力 1,750Nm3/月規
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模の水素供給体制を構築し、福井県・原子力発電所の立地地域の

将来像に関する共創会議で示された深化・充実期である令和 13

年中までに嶺南地域における水素活用事例 10 件の実現を目指

す。 

水素・アンモニアエネルギーの先進地であるという機運を醸成

し、とともに「ゼロカーボンを牽引する地域」として、人、企業、

技術、資金（投資）が集積するエリア形成を図っていく。 

事業終了後、将来的に達成す

べき成果目標の達成状況 

【任意】 

＜現時点での製造能力＞R7.4月時点 

 〇1,020m3/月 

＜嶺南地域における水素活用事例＞ 

 〇3件 

 ・カーシェア実証事業で使用するＦＣＶへの供給 

 ・万博会場での水素燃料電池船への供給 

 ・関西電力姫路第二火力発電所での混焼発電への供給 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

（※技術開発事業のみ：間接補

助を行った場合は、間接補助先

を記載） 

契約（間接補助）の

目的 

嶺南水素・アンモニアサプライチェーン構

築の推進 

契約の方法 ａ）随意契約（プロポーザル） 

ｂ）随意契約 

契約の相手方（間

接補助先） 

ａ）大日本ダイヤコンサルタント（株） 

ｂ）日本海産業（株） 

契約金額（間接補

助金額） 

ａ）委託費 20,823,000円 

ｂ）委託費 435,158,625円 

来年度以降の事業見通し ａ）嶺南地域ＦＣＶカーシェア実証（おおい町） 

観光客や住民に対して、町内をはじめ周辺地域の移動に利用で

きるＦＣＶ（燃料電池車）を貸し出すカーシェアリング事業を実

施し、町内の二次交通を中心に北陸新幹線開業効果を嶺南地域に

充実させるとともに、地域住民の交通利便性向上を図る。 

また、水素製造・供給実証設備と連携した普及啓発イベントを

併せて開催し、水素エネルギーやＦＣＶに触れる体験機会を地域

内外の住民等に提供することにより、水素エネルギー利用に対す

る地域理解を深める。 

 

ｂ）水素製造実証（ふくい水素エネルギー協議会） 

水素製造・供給設備を用いて、原子力由来電源を利用したＣＯ

２フリー水素の製造や運用を行い、大阪・関西万博で運行される

水素推進船や関西電力姫路第二発電所における水素混焼発電な

らびに嶺南地域ＦＣＶカーシェアに必要な水素を提供していく。 

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 事業終了時点で達成すべき成果目標の欄、事業終了後、後年度で達成すべき成果目標には、それぞれ、補助金応募
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申請書提出時に設定した、「①事業終了時点で達成すべき成果目標」、「②事業終了後、後年度で達成すべき成果目

標」の記載を転記すること。  

３ 事業終了時点で達成すべき成果目標の達成状況、事業終了後、後年度で達成すべき成果目標の達成状況の記載に

ついては、それぞれに対応する形で、成果目標の達成状況及び達成状況についての評価を記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 


